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東京都障害者計画・第５期障害福祉計画

第１期障害児福祉計画の策定に向けて

はじめに

○ 平成 26年１月、我が国は、障害者の権利及び尊厳を保護し、促進するための包括的か

つ総合的な国際条約である、「障害者の権利に関する条約」（以下「障害者権利条約」と

いう。）を批准した。この条約は、障害者の尊厳、自律及び自立の尊重、無差別、社会へ

の完全かつ効果的な参加及び包容等を一般原則とし、障害に基づくいかなる差別もなし

に、全ての障害者のあらゆる人権及び基本的自由を完全に実現することを確保し、及び

促進するための措置を締約国がとること等を定めている。

○ 我が国では、障害者権利条約の締結に先立ち、国内法令の整備が進められてきた。平

成 23年８月に障害者基本法が改正され、日常生活又は社会生活において障害者が受ける

制限は、社会の在り方との関係によって生ずるといういわゆる社会モデルに基づく障害

者の概念や、障害者権利条約にいう「合理的配慮」の理念が盛り込まれた。

○ 平成 24年６月には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」

（以下「障害者総合支援法」という。）が制定され、改正障害者基本法を踏まえた基本理

念が掲げられるとともに、障害福祉サービスの対象となる障害者の範囲の見直し等が行

われた。さらに、平成 25年６月には、障害を理由とする差別の解消を推進することを目

的として、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消

法」という。）が制定され、また、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障害者

雇用促進法」という。）の改正により、雇用の分野における障害者に対する差別の禁止等

が定められた。

○ この間、「障害者の虐待防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下「障

害者虐待防止法」という。）、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等

に関する法律」（以下「障害者優先調達推進法」という。）、「成年被後見人の選挙権の回

復等のための公職選挙法等の一部を改正する法律」等も制定された。

○ ★また、平成 28年６月「児童福祉法」の改正により、障害児のサービスに係る提供体

制の計画的な構築を推進するため、障害児福祉計画の策定が義務付けられることになった

ほか、医療的ケアを要する障害児（以下、医療的ケア児）が適切な支援を受けられるよう、

自治体において保健・医療・福祉等の連携促進に努めるものとされた。★
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○ 都では、新たな「東京都障害者計画」、「第５期東京都障害福祉計画」及び「第１期障

害児福祉計画」の策定に当たって、こうした障害者を取り巻く環境変化に対応するとと

もに、広く都民や障害当事者、学識経験者等の意見を聴くため、第八期東京都障害者施

策推進協議会（以下「本協議会」という。）を設置した。

○ 本協議会では、以上の障害者施策の動向や東京都におけるこれまでの計画の実施状況、

地域の実情等を踏まえて検討を行い、新たな計画策定に当たって留意すべき事項を以下

に示すものである。

第１ 障害（児）福祉計画に係る基本的事項

１ 障害者施策の基本理念

○  都は、★国が締結した障害者権利条約や、その趣旨を踏まえ改正された「障害者基

本法」、★「障害者総合支援法」の基本理念を踏まえて、自らの生活の在り方や人生

設計について、障害者自身が選び、決め、行動するという、「自己選択・自己決定」の

権利を最大限に尊重するとともに、意思決定の支援を適切に受けられるよう配慮し、

障害者が必要な支援を受けながら、障害者でない者と等しく、人間としての尊厳をも

って地域で生活できる社会の実現を目指して、障害者施策を計画的かつ総合的に推進

する。

基本理念Ⅰ 全ての都民が共に暮らす地域★共生★社会の実現

    障害があっても、適切な支援があれば街なかで育ち、学び、働き、楽しみ、暮ら

すことができることを都民が理解し、障害のある人とない人が学校、職場、地域の

中で共に交流し、支え合う共生社会の実現を目指す。

基本理念Ⅱ 障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現

  障害の種別にかかわらず、また、どんなに障害が重くても、必要とするサービス

を利用しながら、障害者本人が希望する地域で安心して暮らせる社会の実現を目指

す。

  基本理念Ⅲ 障害者がいきいきと働ける社会の実現    

  障害者が地域において自立して生活し、その生活の質の向上を図るため、働く機

会を拡大するとともに安心して働き続けられるよう支援を提供することにより、障

害者が能力や適性に応じて、仕事に就き、働き続けられる社会の実現を目指す。
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２ 障害者施策の目標

○ 上記の基本理念で掲げた社会を実現するため、これまでの計画との継続性等も考慮し、

以下の５つを施策目標として掲げ、計画的かつ総合的に施策を展開する必要がある。

（５つの施策目標）

施策目標Ⅰ  共生社会実現★に向けた取組の推進★

施策目標Ⅱ  地域における自立生活を支える仕組みづくり

施策目標Ⅲ  社会で生きる力を高める支援の充実

施策目標Ⅳ  いきいきと働ける社会の実現

施策目標Ⅴ  サービスを担う人材の養成・確保

第２ 目標達成のための施策と取組

Ⅰ 共生社会実現に向けた取組の推進（施策目標Ⅰ）

１ ★障害に対する理解促進★

（１）障害者への理解促進及び差別解消のための条例等

○ 都は、障害を理由とする差別を解消するための条例を制定し、都民及び事業者が★

障害への理解★を深める必要がある。

○ 障害者に対する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供に対する相談・紛争解

決の仕組みを整えていくことが求められる。

○ 障害者に対する偏見や誤解の解消には、★都民等が、障害や障害の特性に応じた援

助の方法等を知ることが必要である。★都は、児童や生徒に対して障害及び障害のあ

る人への理解を深める教育を充実するとともに、教育以外の場面においてもさまざま

な機会を通じた理解促進に努める必要がある。

○ 援助や配慮を必要としている人が、配慮を必要としていることを周囲に知らせる「ヘ

ルプマーク」や、支援が必要なことをうまく伝えられない障害者が、周囲に支援を求

める手段として活用する「ヘルプカード」の普及に引き続き取り組み、都民の思いや

りの心を醸成することが必要である。

○ 障害者の虐待防止については、区市町村において通報等を受け付け、障害者福祉施

設従事者等による虐待及び使用者による虐待には東京都と連携して対応する必要があ

る。

○ 東京都は、使用者による虐待通報等の受付、区市町村相互間や関係機関との連絡調

整や情報提供等を行うとともに、障害者虐待防止・権利擁護研修による人材育成を実

施し、虐待防止に向けた体制の構築を支援することが求められる。
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２ 障害者の社会参加の推進

（１）障害者スポーツ・文化芸術活動等の推進

  ※障害者スポーツ・文化芸術活動は別途検討

○ ★青年・成人期の障害者が日中活動や就労後に過ごす場として、身近な地域に活動

の場を確保し、様々な人々と交流し、集団活動を行う取組に対して積極的に支援する

必要がある。★

★３ バリアフリーの充実★

（１）ユニバーサルデザインの視点に立った福祉のまちづくり

（２）心のバリアフリーの推進

※（１）（２）は別途検討

（３）情報バリアフリーの充実

○ 情報を得ることが困難な人が、★点字をはじめ、音声、拡大文字、色使いの配慮、

手話、筆記、ＩＣＴ機器等による★多様な情報伝達方法により情報を取得し、意思疎

通ができるよう取り組み、社会参加を促進する必要がある。

○ ★意思の疎通に困難を抱える人が意思を表示し、他人との意思疎通を図ることがで

きるよう配慮する必要がある。★

○ 都は、言語としての手話の認識を広めるための啓発に努めるとともに、手話のでき

る都民を育成し、手話の利用が進むよう、必要な施策を講ずるべきである。

Ⅱ 地域における自立生活を支える仕組みづくり（施策目標Ⅱ）

１ 地域におけるサービス提供体制の整備

（１）障害福祉サービス等の提供体制に係る基本的な考え方

○ 障害福祉サービス等の提供体制の確保に当たっては、国の基本指針に定める以下の

点に配慮し、計画的な整備を行う必要がある。

１ 全国どこでも必要な訪問系サービスを保障

（居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護 等）

２ 希望する障害者等に日中活動系サービスを保障

（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援 等）

３ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備

（共同生活援助 自立生活援助 等）

４ 福祉施設から一般就労への移行等の推進
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○ 区市町村及び東京都は、障害福祉サービス等の提供体制を確保するため、入所施設

等から地域生活への移行等に関する成果目標を設定し、成果目標の達成に必要なサー

ビス等の量（活動指標）の見込みを定める必要がある。

○ 都における障害福祉サービス等の量の見込みを定める区域は、東京都全域とする。

ただし、施策の展開にあたっては、★地域の面積や人口、社会資源の状況や施策分野

ごとに培ってきた連携体制を踏まえた単位を活用するなど★、関係機関の連携を深め

るなど、効果的な取組が望まれる。

○ 成果目標及び活動指標については、少なくとも年１回は実績を把握し、障害者施策

及び関連施策の動向を踏まえながら、分析及び評価を行い、障害者施策推進協議会に

報告するとともに、必要があると認めるときには、障害（児）福祉計画の変更、事業

の見直し等の措置を講じることが適当である。

（２）障害福祉サービス等の必要量の見込

○ 区市町村は、平成３２年度までの各年度における障害福祉サービス等の種類ごとの

実施に関する考え方及び必要な量の見込みを定める。

○ 見込量の設定に当たっては、国の基本指針に示された考え方を参考に、現在の利用

実績等に関する分析、障害者等のサービスの利用に関する意向、心身の状況等を勘案

しつつ、地域の実情を踏まえて設定することが適当である。

○ 重度訪問介護、同行援護、行動援護などの訪問系サービスについては、身体、知的、

精神、難病等の障害別の利用状況を踏まえて見込む必要がある。

○ 難病患者等について、引き続き、障害者総合支援法に基づく給付の対象となってい

る旨の周知を図る必要がある。

○ 東京都は、区市町村が設定した見込量を集計したものを基本として、区市町村の方

針を尊重しつつ、引き続き地域生活基盤の整備を進める観点で調整を図りながら、東

京都全域の見込量を作成する必要がある。

○ 地域生活支援拠点の整備については、平成３２年度末までに各区市町村に少なくと

も一つを整備することとしている。

（３）障害福祉サービス等の提供体制を確保するための方策

○ 地域居住の場としてのグループホームは、在宅の障害者の親元からの自立や、成果

目標の達成に向けて入所施設や精神科病院から地域生活への移行を進めるために、更

に積極的に整備を推進していくことが必要である。

○ 日中活動系サービスについては、第４期障害福祉計画の整備目標数を上回っている

が、利用者のニーズの高まりに対応するため、更なる整備が求められている。
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○ 短期入所は、第４期障害福祉計画の整備目標に対して整備数が伸びず、今後のニー

ズの増加や地域生活支援拠点等として必要な基盤を確保するために一層の整備推進の

取組が必要である。

○ 障害者の高齢化や重度化等による状況の変化にも対応できる手厚いサービスの提供

を促進する必要がある。

○ 家族の高齢化等による状況の変化があっても、地域での生活を継続できるよう、定

期的な巡回訪問や随時の対応により障害者の自立生活を支える新たなサービス（自立

生活援助）の活用や、複数の機能をもった地域の支援拠点を構築する必要がある。

○ これらのことから、地域居住の場（グループホーム）、日中活動の場（通所施設等）、

在宅サービス（短期入所）などの地域生活基盤の重点的整備が必要であり、設置者負

担の特別助成などの積極的支援の継続について検討する必要がある。

○ あわせて、都有地の活用や定期借地権の一時金に対する補助等地域生活基盤整備に

係る用地確保への支援の充実を検討するべきである。

○ 地域生活支援拠点については、基本指針に即して各区市町村に少なくとも一つ整備

をすることを基本としつつ、区市町村の状況を把握しながら成果目標を設定し、必要

な支援を検討していく必要がある。

２ 地域生活を支える相談支援体制の充実

（１）相談支援体制等の整備

○ 障害者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障害福祉サ

ービスの提供体制の確保とともに、これらのサービスの適切な利用を支え、各種ニー

ズに対応する相談支援体制の構築が不可欠である。

○ 区市町村においては、全ての障害福祉サービス利用者にサービス等利用計画が作成

される体制を確保・維持するため、引き続き、計画相談支援の体制整備を計画的に進

める必要がある。

○ また、計画相談支援等が適切に実施されるためには、区市町村において、特定相談

支援事業所等のバックアップのため、基幹相談支援センターの設置等を通じて、人材

育成や特定相談支援事業所等からの困難事例等に関する相談、地域の関係機関へのフ

ィードバック等、地域における相談支援体制を推進することが望まれる。

○ 都は、引き続き、基幹相談支援センター未設置の区市町村に設置を促していくとと

もに、区市町村の体制整備に必要な相談支援専門員の見込みを把握し、指定した研修

事業者とも連携して相談支援専門員の養成を着実に行っていく必要がある。
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○ 地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）は、入所施設・精神科病院から地域

生活への移行や移行後に地域で暮らし続けるために、また、地域で生活している障害

者が住み慣れた地域での生活を続けていくために充実が求められるが、現状では利用

が十分に進んでいない。

○ 区市町村及び東京都において、成果目標に掲げた入所施設・精神科病院から地域生

活への移行に係る取組や、地域生活支援拠点等の整備に向けた取組と合わせて、地域

相談支援の体制の充実を図る必要がある。

○ 自立支援協議会（障害者総合支援法第８９条の３第１項に規定する協議会）には、

関係機関等の有機的な連携の下、地域の課題を踏まえて地域における障害者等の支援

体制の整備につなげていくことが求められる。東京都は、引き続き、区市町村の協議

会の活性化を支援すべきである。

（２）障害福祉サービス等の質の確保・向上

○ 多様な事業者が提供する様々なサービスの中から、利用者が自ら必要なサービスを

選択するためには、福祉サービス第三者評価など、サービスの質の向上に向けた事業

者の取組を促進するとともに、利用者のサービス選択のための情報提供を行う制度を

これまで以上に推進していく必要がある。

○ また、障害者が安心してサービスを利用するためには、サービスの提供主体である

事業者等が法令を遵守し、適正なサービスを提供するよう、ルール遵守の徹底を図る

ことが不可欠である。そのためには、行政が、関係法令等に基づく適切な指導検査を

実施し、良質な事業者等を育成していくことが重要である。

（３）地域生活支援事業

○ 地域生活支援事業には、移動支援事業や意思疎通支援事業等、障害者の自立した日

常生活又は社会生活を支える上で重要なサービスが必須事業として位置づけられてい

る。

○ 区市町村は、地域生活支援事業の実施に関して、必須事業を中心に成果目標の達成

に資するよう、地域の実情に応じて、実施する事業の内容、各年度における事業の種

類ごとの実施に関する考え方及び量の見込み、各事業の見込量の確保のための方策等

を定める。

○ 都は、都道府県地域生活支援事業について障害福祉計画に位置付けるとともに、住

民に身近な区市町村と連携しながら、人材の養成や広域的な調整を図るなど、広域自

治体として地域における体制整備を支援していく必要がある。
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３ 施設入所・入院から地域生活への移行促進

（１） 福祉施設入所者の地域生活への移行

ア 第４期障害福祉計画の実施状況

○ 第４期障害福祉計画においては、平成２９年度末までに、平成２５年度末時点の施

設入所者のうち１２％（８９０人）以上が地域生活へ移行することを目標としてきた

が、平成２８年度末時点の移行者数は２８７人にとどまっている。

○ 地域での生活を希望する障害者の地域生活への移行をさらに進めていくためには、

重度の障害者を受け入れることのできるグループホーム等の地域生活基盤の整備に加

え、家族や施設職員等に対する更なる理解の促進、都外施設も含めた施設相互や施設

と相談支援事業所等との連携強化等が課題である。

イ 第５期障害福祉計画の成果目標の考え方

○ 国の基本指針では、平成３２年度末における地域生活に移行する者の目標値につい

て以下のとおり示している。

・ 平成２８年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行

・ 平成２６年度末において、障害福祉計画で定めた数値目標が達成されていないと

見込まれる場合は、未達成割合を平成２９年度末における地域生活に移行する者の

目標値に加えた割合以上を目標値とする。

○ 東京都は、更なる地域生活への移行を進める観点から、国の基本指針に即して、平

成２８年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行することを基本に、区

市町村の状況も踏まえて成果目標を設定するべきである。

○ 成果目標の達成に向けて、区市町村は、計画的に障害福祉サービス及び相談支援の

提供体制の確保を図るとともに、都外施設を含む施設入所者本人の意向確認、関係者

との連絡調整等を行い、施設から地域への切れ目のない支援につなげる必要がある。

○ 重度の障害者が安心して地域で生活するため、重度者の受入れに必要なグループホ

ーム等地域生活基盤の整備が求められる。また、支援の質の向上を促すための人材の

配置及び育成も求められる。

○ また、都外施設利用者の地域移行を支援する相談支援事業所の取組の促進、単身生

活を希望する障害者の支援等を含む体制の充実が求められる。

○ 都は、入所施設における入所者の地域生活への移行に向けたより効果的な取組を進

めるための支援を検討するとともに、障害者施策推進区市町村包括補助事業等により、

区市町村の地域の実情に応じた取組を支援していく必要がある。
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ウ 入所施設の定員（施設入所者数）に関する考え方

○ 国の基本指針においては、施設入所者の地域生活への移行と合わせて、平成３２年

度末の施設入所者数を平成２８年度末時点の施設入所者数から２％以上削減すること

を基本としている。

※ 第４期障害福祉計画と同様に、障害児入所施設の入所者のうち１８歳以上になっている者に

ついては除いて設定することとされている。

○ 都においては、以下のような実情を踏まえる必要がある。

  ・ 在宅及び障害児施設等における入所待機者が一定数で推移しており、また、現在

は家族と在宅で生活している障害者本人及び家族の高齢化や「親なき後」を見据え

る必要がある。

   ・ 最重度の障害者、重複障害者、強度行動障害を伴う重度知的障害者、日常的に医

療的ケアを必要とする障害者など、入所施設における専門的支援が真に必要な障害

者の利用ニーズに応えていく必要がある。

  ・ 都内の未設置地域において、地域生活への移行等を積極的に支援する機能等を強

化した「地域生活支援型入所施設」を整備する必要がある。

   ※ 地域生活支援型入所施設：地域の在宅障害者のための相談支援やショートステイ、入所

者の地域生活移行支援のための自立訓練や就労移行支援、グループホームへの移行後の

緊急時バックアップ機能等を担う入所施設

・ 地域生活への移行を促進すると同時に、都外施設の入所者や障害児施設における

１８歳以上の入所者を受け入れるために、地域移行によって生じた都内の障害者支

援施設の空き定員を活用する必要がある。

○ 以上のような状況から、東京都においては、平成１７年１０月１日現在の入所施設

定員数７，３４４人を超えないとする第４期障害福祉計画までの目標を継続し、引き

続き目標の達成に向けて取り組むべきである。

  ○ なお、新たな施設入所者については、グループホーム等での対応が困難であり、施

設入所が真に必要な障害者に限られるべきであることに留意する必要がある。

  ○ また、計画上の入所施設定員数にかかわらず、１８歳以上の入所者に対応した障害

児入所施設の障害者支援施設への移行には配慮する必要がある。
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（２）★精神科病院から★の地域生活への移行

ア 第４期障害福祉計画の実施状況

○ 第４期障害福祉計画においては、①入院後３カ月時点の退院率６４％以上、②入院

後１年時点の退院率９１％以上、③長期在院者数（入院期間１年以上）９，６４３人

を目標としており、平成２７年度実績は、①５４．４％、②８７．５％、③１０，９

３７人と目標値には達していない。

○ 精神障害者の地域移行を進めるために、個別給付の地域相談支援（地域移行支援・

地域定着支援）を円滑に活用するための体制づくりや、都内の医療資源に偏りがある

状況を踏まえた、広域の退院支援、区市町村を越えた連携が引き続き課題となってい

る。

イ 第５期障害福祉計画の成果目標の考え方

○ 国の基本指針においては、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のた

め、圏域ごと及び市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置するこ

とが求められている。

○ 都においては、精神保健福祉センター（３か所）における担当区域内の課題等を踏

まえつつ、都内全体での地域移行・地域定着の推進に向けた内容を検討する場などを

活用して、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。

○ 精神障害者の退院に関する目標値について、国の基本指針は次のとおりである。

① 平成３２年度における入院後３か月時点の退院率６９％以上

② 平成３２年度における入院後６か月時点の退院率８４％以上

③ 平成３２年度における入院後１年時点の退院率９０％以上

④ 精神病床における１年以上長期在院患者数を６５歳以上、６５歳未満それぞれ目

標値を設定

○ 都は、精神科病院からの地域生活への移行をさらに進める観点から、国の基本指針

に即して成果目標を設定するべきである。

○ 成果目標の達成のためには、入院が長期化する前の段階で、円滑な退院に向けた支

援につなげる取組が求められる。

○ また、長期在院者に対しては、社会的入院を解消する観点から、退院促進に向けた

働きかけや地域との調整等を進める必要がある。

○ これまでの「精神障害者地域移行体制整備支援事業」の実績を踏まえ、地域相談支

援（地域移行支援・地域定着支援）が円滑に機能するための地域生活への移行支援の

仕組みづくりや、広域的な調整、人材育成等、成果目標の達成に向けた取組が必要で

ある。
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○ 区市町村は、精神障害者の地域生活への移行・定着を支援する相談支援体制の充実

を図るとともに、退院後の精神障害者が地域で安定した生活を送るために必要なサー

ビス量を見込み、計画的な整備を進める必要がある。

４ 保健・医療・福祉等の連携による障害特性に応じたきめ細かな対応

（１）精神障害者

○ 地域で暮らす精神障害者に対しては、症状の変化に的確に対応できるよう、保健・

医療・福祉の緊密な連携による支援体制を整備する必要がある。

○ 精神疾患を早期に発見し適切な治療に結びつけるため、精神科と一般診療科の医療

機関との連携や、医療機関と相談支援機関等の連携が必要である。

○ できるだけ身近な地域で適切な救急医療を受けられる体制の整備に取り組む必要が

ある。また、一般救急医療機関と精神科医療機関の連携体制を充実する必要がある。

○ 未治療や医療中断等の精神障害者に対しては、アウトリーチ支援や一時的な短期宿

泊支援により、地域での安定した生活の確保を図る必要がある。

○ ★また、地域で暮らす精神障害者の生活を支える家族に対して、障害に対する理解

促進のための情報提供や相談支援に努める必要がある。★

（２）重症心身障害児（者）

○ 重症心身障害児（者）については、どんなに障害が重くても、必要とするサービス

を利用しながら、地域で安心して暮らせるよう、地域における専門的支援の提供体制

のさらなる整備が必要である。

○ ＮＩＣＵ等に入院している医療的ケアを必要とする重症心身障害児が、円滑に在宅

生活に移行し、安心して暮らせる療育環境を構築するため、早期に専門的な支援が必

要である。

○ 日中活動の場である通所施設については、定員を上回る利用状況等の現状を踏まえ、

重点的整備を継続する必要がある。

○ 安定した在宅生活が継続できるよう、重症心身障害児（者）を介護する家族の負担

軽減等の充実を図る必要がある。

○ ★重症心身障害児（者）本人の加齢による身体機能の低下や、家族の高齢化等に伴

う介護力低下により、在宅での生活が次第に困難となるケースが増加することが見込

まれる。そのため、重症心身障害児（者）の施設入所のニーズにも十分配慮しながら、

地域生活基盤の整備を一層推進する必要がある。★

○ 旧府中病院跡地に府中療育センターと多摩療育園を一体的に整備し、質の高い療育

サービスを児・者一貫して提供する多摩地域の総合療育センターとして、機能の充実

を図ることが求められる。
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（３）発達障害児（者）

○ 発達障害児（者）支援については、乳幼児期から学童期、成人期とライフステージ

に応じた支援を身近な地域で提供する体制の整備が求められる。

○ 発達障害児については、早期発見・早期支援の取組が重要であり、これまでの取組

を更に進めるため、保育・教育・福祉等関係機関の更なる連携体制の充実が求められ

る。

○ また、成人期の発達障害者は、就労等の支援にあわせ、生活面で抱えている困難さ

に対応した支援の充実が必要である。

○ さらに、発達障害児（者）を抱える家族への支援の充実を図るため、子供への関わ

り方を学ぶ機会や、同じ悩みを抱える家族による支援の取組が必要である。

（４）高次脳機能障害者

○ 高次脳機能障害者については、受傷・発症後の急性期治療から地域での生活、就労

等の社会参加に至るまで、障害の特性に応じた切れ目のない支援が必要であり、医療

機関や区市町村、支援機関等の連携強化が求められる。

○ また、支援の充実を図るため、医療機関や地域の支援機関、企業等への理解促進や、

限られた社会資源をより有効活用できる体制が必要である。

（５）難病患者

○ 難病患者は、治療方法が確立していない疾患にり患し、長期間の療養を必要とする

ことから、生活面における制約や経済的な負担が大きいことや、社会の理解が進んで

おらず、就業など社会生活への参加が進みにくいなど、多くの問題を抱えている。

○ 難病患者が適切にサービスを受けられるよう、制度の周知徹底を図るとともに、難

病等の特性に配慮し、きめ細かい対応が必要である。

５  一般住宅への移行支援

※ 「一般住宅への移行支援」については別途検討。

６ 安全・安心の確保

※ 「安全・安心の確保」については別途検討。

Ⅲ 社会で生きる力を高める支援の充実（施策目標Ⅲ）

１ 障害児支援の充実

（１）障害児支援の現状
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○ 児童福祉法の改正により、平成２４年４月に障害児支援の体系が再編されて以降、

児童発達支援や放課後等デイサービスについては着実に整備が進んでいる。

○ 児童発達支援センターは、専門的機能を活かして地域における障害児支援の中核的

施設としての役割を担うことが求められており、設置の促進を図る必要がある。

○ 保育所等訪問支援などを活用して、一般的な子育て支援施策における障害児の受入

れを促進する必要がある。

○ 障害児入所施設については、平成３３年度末までの経過措置期間中に、１８歳以上

の入所者の状況等を踏まえながら、「障害児施設として維持」、「障害者施設への転換」、

「障害児施設と障害者施設の併設」のいずれかを選択することとなっている。

なお、旧重症心身障害児施設等の医療型施設は、経過措置期間後も療養介護と一体

的に児者一貫した支援を行うことが可能とされている。

○ 障害児相談支援は、ライフステージに応じた一貫した支援を行っていく上で重要で

あり、区市町村においては、計画相談支援と同様に、全ての障害児通所支援の利用者

について障害児支援利用計画が作成される体制を確保・維持するため、引き続き、体

制の整備を計画的に進める必要がある。

○ 平成２８年児童福祉法改正により、障害児のサービスに係る提供体制の計画的な構

築を推進するため、障害児福祉計画の策定が義務付けられることになったほか、医療

的ケア児が適切な支援を受けられるよう、自治体において保健・医療・福祉等の連携

促進に努めるものとされた。

（２）第５期障害福祉計画の成果目標の考え方

○ 国の基本指針では、障害児支援に係る目標値として次のとおり示している。

  ① 平成３２年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以

上設置する

  ② 平成３２年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる

体制を構築する

  ③ 平成３２年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び

放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保する

  ④ 平成３０年度末までに、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、各都道

府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係

機関等が連携を図るための協議の場を設ける

○ 都は、障害児支援の提供体制の整備等をさらに進める観点から、国の基本指針に即

して成果目標を設定する。
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（３）障害児支援に関する基本的な考え方

○ 区市町村は、国の基本指針に示された見込量の設定の考え方を参考に、地域におけ

る児童の数の推移も含めた地域の実情を踏まえて、障害児通所支援及び障害児相談支

援の見込量を定めるよう努める必要がある。

○ 都は、国の基本指針に示された見込量の設定の考え方を参考に、障害児入所支援の

見込量を設定するとともに、区市町村が設定した見込量を集計したものを基本として、

身近な地域での支援体制の整備を進める観点で調整を図りながら、東京都全域の障害

児通所支援及び障害児相談支援の見込量を作成する。

○ 子ども・子育て支援法に基づく教育・保育等の利用状況も考慮しつつ、居宅介護や

短期入所等の障害福祉サービス、障害児支援等の専門的な支援を確保する必要がある。

○ また、教育・保育等とも連携を図り、乳幼児期から学校卒業まで一貫した支援を身

近な場所で提供する体制の構築が重要である。

○ さらに、障害児が障害児支援を利用することにより、地域の保育・教育等の支援を

受けられるようにすることで、障害の有無に関わらず、全ての児童がともに成長でき

るよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進する必要がある。

○ そのため、障害児支援には、施設・事業所等が自ら障害児に対して行う支援に加え、

専門的な知識・経験に基づき一般的な子育て支援施策をバックアップする後方支援と

しての役割が求められる。

（４）障害児支援の提供体制を確保するための方策

○ 児童発達支援センターについては、引き続き整備の促進に積極的に取り組む。

○ 保育所等訪問支援を活用し、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）

の推進を図るべきである。

○ 重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、主に重症心身障害児を受

け入れる障害児通所支援事業所の整備への支援について検討する必要がある。

○ 医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、関係機関の連携強化や在宅生活を支

えるサービスの充実に積極的に取り組む必要がある。

○ 医療的ケア児等が地域で安心して暮らしていけるよう、医療的ケア児等に対する支

援や調整が行える人材の確保・養成が必要である。

○ 障害児入所施設については、１８歳以上の入所者の動向を含む入所状況等を踏まえ

て、必要な定員を確保していく必要がある。

○ 障害児相談支援について、区市町村の体制整備が着実に進むよう、相談支援専門員

の養成を行う必要がある。
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２ 特別支援教育の充実

３ 職業教育の充実

※ 「障害児の特別支援教育」については別途検討。

Ⅳ いきいきと働ける社会の実現（施策目標Ⅳ）

１ 一般就労に向けた支援の充実・強化

（１）第４期障害福祉計画の実施状況

○ 第４期障害福祉計画においては、平成２９年度に、①区市町村障害者就労支援事業

の利用による一般就労者数２，５００人、②福祉施設における就労から一般就労への

移行者数を２，１４０人（平成２４年度の２倍以上）とすることを目標としている。

○ 平成２８年６月の都内民間企業の障害者実雇用率は１．８４％と過去最高となって

いるものの全国平均を下回っており、福祉施設から一般就労への移行を含め、一般就

労を希望する障害者が企業等に就労できるよう、就労支援の充実・強化に引き続き取

り組む必要がある。

○ また、新規就労の支援だけでなく、障害者が安定して働き続けるための職場定着の

支援が課題となっている。

（２）第５期障害福祉計画の成果目標の考え方

○ 国の基本指針では、福祉施設から一般就労への移行に係る目標値として次のとおり

示している。

① 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援）を通じて、平成３２年度中に一般就労に移行する者を、平成

２７年度実績の１．５倍以上とする。

② 就労移行支援事業の利用者数について、平成３２年度末における利用者数が平成

２８年度末における利用者数の２割以上増加する。

③ 就労移行率が３割以上の就労移行支援事業所を全体の５割以上とする。

④ 就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以上

とする。

○ これらの目標に関しては、国の基本指針に即しつつ、★東京都における障害者雇用

をめぐる状況や実績を踏まえ、障害者の一般就労と職場定着を支援するために必要な

目標を★設定すべきである。

○  また、都では、福祉施設から一般就労への移行を促進するとともに、特別支援学校

の卒業生や離職者などで一般就労を希望する障害者が企業等で働く機会を拡大するた

め、「区市町村障害者就労支援事業」を推進している。



- 16 -

○ 一般就労に向けた支援に関する量的な目標については、引き続き、都独自の目標と

して、「区市町村障害者就労支援事業利用による一般就労者数」を設定すべきである。

○ さらに、この事業を利用して就労した者の定着率についても、都独自の目標として

「区市町村障害者就労支援事業利用による支援を開始した時点から１年後の職場定着

率」を新たに設定し、現状等を勘案して目標値を設定すべきである。

○ 成果目標を達成するためには、福祉施策と労働施策の双方から重層的な取組が重要

であり、ハローワークによるチーム支援やジョブコーチ事業、委託訓練事業、トライ

アル雇用等の労働施策との連携による障害者雇用の推進に関して活動指標を設定し、

取組を進める必要がある。

（３）目標達成のための方策

ア 関係機関の連携強化

○ 一般就労を促進するためには関係機関・団体等が連携し、社会全体で障害者雇用の

拡大に取り組む気運を醸成していくことが重要である。都は、引き続き、東京都障害

者就労支援協議会を通じて、障害者雇用を推進すべきである。

○ また、各地域での就労支援のネットワークが重要であり、都内に６カ所ある障害者

就業・生活支援センターがコーディネート機関となり、関係機関等が連携して、支援

の充実を図る必要がある。

イ 就労支援機関による支援の充実

○ 「区市町村障害者就労支援事業」を引き続き推進するとともに、就労希望者の掘り

起しと企業に障害者雇用への意識付けを行う「地域開拓促進コーディネーター」を促

進し、福祉施設の利用者が一般就労へ移行しやすい環境の整備を進める必要がある。

○ 障害者が、障害の特性に応じた支援を受けながら安心して一般就労するためには、

就労支援機関によるきめ細かなサポートが不可欠である。職員が、企業と就労する障

害者のマッチングに関する実践的な技術や、障害特性に応じた支援等に関する専門知

識を習得できるよう、人材養成の取組が求められる。

○ また、精神障害者の安定的な就労の継続のためには、就労支援機関、企業及び医療

機関の連携と精神障害者の就労に関する理解が必須である。関係機関の連携強化と支

援の充実を図る必要がある。

ウ 障害者の雇用促進に向けた企業への支援等

○ 都内の民間企業における法定雇用率達成のためには、中小企業での障害者雇用を促

進することが求められる。
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○ 法定雇用率の算定基礎に精神障害者が加わることを見据え、精神障害者を初めて雇

用する企業に対する採用から雇用管理までの一貫した支援や、精神障害者を対象とす

る能力開発や就業支援等が必要である。

○ 障害者の職場定着が図られるよう、企業の個々の事情に応じた東京ジョブコーチに

よる支援や、雇用継続への助成等により、障害者の職場定着を促進する必要がある。

○ 障害者がそれぞれの特性に応じた知識や技能を習得することで、職業的社会的自立

を図れるよう、東京障害者職業能力開発校を中心に障害者職業訓練を展開していく必

要がある。

２ 福祉施設における就労支援の充実・強化

○ 福祉施設の利用者の中には、通常の企業労働に適応することが困難な障害者も多く

いるが、こうした利用者が従事している作業による工賃収入は低い水準にとどまって

おり、地域での自立生活や将来の生活設計を展望することが困難な状況にある。

○ 東京都では、東京都工賃向上計画（平成２７年度から平成２９年度まで）を策定し、

事業所の工賃アップを支援してきたが、計画期間中の各年度において工賃は上昇傾向

にあるものの未だ低い水準で推移している。

○ 平均工賃に満たない事業所が全体の２／３を占めることを踏まえ、工賃の低い事業

所の底上げにつながる施策が求められている。

○ また、平均工賃以上の事業所についても、販路開拓や商品開発等の支援など、更な

る工賃向上を図るための施策が求められている。

○ 東京都は、福祉施設で働く障害者が、働くことの喜びや達成感を得ながら地域で自

立した生活を実現できるよう、就労支援に取り組む福祉施設に経営努力を促すととも

に、関係機関や区市町村等と連携して、都内の福祉施設の工賃水準の向上を目指す。

○ 障害者優先調達推進法に基づき、東京都が行う物品等の調達に際し、障害者就労施

設等からの調達の推進を図る必要がある。

Ⅴ サービスを担う人材の養成・確保（施策目標Ⅴ）

１ 福祉人材の確保・育成・定着への取組の充実

○ 都は、利用者に身近な地域で、障害福祉サービスや相談支援事業が十分に供給され

るよう、多様な事業者の参入を促すとともに、サービスの質の維持・向上、人材の養

成・確保のための研修を着実に推進する必要がある。
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○ 現状においては、他業界に比較して有効求人倍率や離職率が高いなど、人材の確保・

定着や計画的な人材育成が難しく、各事業所において質の高いサービスを安定的に提

供することが難しい状況にある。

○ 都は、合同の就職説明会の開催など人材確保に向けた取組や、職場研修の実施支援、

離職防止に向けた相談支援など働きやすい職場環境の整備などへの支援を継続してい

くことが求められる。★また、職場定着を促進するためには、資格・技能に応じたキ

ャリアアップと処遇改善の仕組みが重要であり、資格習得や技能向上のための研修受

講などへの支援を充実することが求められる。★

○ サービスの直接の担い手であるホームヘルパーや同行援護従業者、行動援護従業者

等の福祉人材については、今後のサービス需要に的確に対応できるよう、着実な養成

を図る必要がある。

○ 在宅や障害者施設等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアを行うことができ  

る介護職員等の養成、区市町村の障害者虐待防止担当職員の資質向上や、施設職員等

の強度行動障害の特性に応じた支援への理解を進めるための研修等を実施し、障害者

の特別なニーズへの対応や権利擁護の体制の確保を図る必要がある。

○ 障害者施設等における利用者の高齢化・重度化等の進行に対して、施設職員等の支

援力の強化を図ることが求められる。

○ グループホームについては、小規模法人の運営する小規模なグループホームが多く、

職員の経験も浅いなど、量的な整備の推進とともに、質への配慮が必要となっている。

２ 重症心身障害児（者）施設における人材の養成

○ 重症心身障害児（者）施設の看護師については、研修や資格取得の機会を提供す

るとともに、勤務環境改善及び募集対策に取り組むことにより、確保・定着及び質の

向上を図る必要がある。


